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第 1章 総 則 

（目 的） 
第 1 条 この規程は、○○株式会社（以下「会社」という。）の従業員が、会社の業務上の

必要により国外出張する場合に支給する旅費に関して定めるものである。 
2  従業員が出張のため旅行した場合には、この規程に定めるところにより、旅費を

支給する。 

（定 義） 
第 2 条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 
(1) 出張…従業員が業務のため一時その勤務地を離れて旅行することをいう。 
(2) 国外出張…本邦と外国（本邦以外の領域をいう。以下同じ。）との間における旅

行及び外国における旅行をいう。 
(3) 国内出張…本邦（本州、北海道、四国、九州及びこれらに附属の島の存する領

域をいう。以下同じ。）における旅行をいう。 
2  国内出張については、国内出張旅費規程に定めるところによる。 

（出張命令） 
第 3 条 出張のための旅行は、所属長の発する出張命令によって行う。 

2  所属長は、電子メール、電話、郵便等の通信による連絡手段によっては業務の円

滑な遂行を図ることができない場合で、かつ、予算上旅費の支出が可能である場合

に限り、出張命令を発することができる。 
3  所属長は、出張命令を発し、又はこれを変更するには、「出張命令簿」（様式第 1
号）に当該出張に関する事項の記載又は記録をし、これを当該出張者に提示してし

なければならない。ただし、出張命令簿に当該旅行に関する事項の記載又は記録を

し、これを提示するいとまがない場合には、所属長を代理する者に出張命令手続を

委任することができる。 
4  前項ただし書の規定により出張命令簿を提示しなかった場合には、できるだけ速

やかに出張命令簿に当該出張に関する事項の記載又は記録をし、これを当該出張者

に提示しなければならない。 

（出張命令の変更） 
第 4 条 業務上の必要又は天災その他やむを得ない事情により、出張命令を受けた従業員
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が当該出張命令に従って旅行することができない場合には、あらかじめ所属長に出

張命令の変更の申請をしなければならない。 
2  前項の規定によりやむを得ない事情により出張命令の変更を申請することができ

ない場合には、所属長の代理とする上司に仮申請をしたうえで、出張した後速やか

に所属長に出張命令簿に記載された内容の変更について申請をしなければならない。 

（出張計画） 
第 5 条 出張をしようとする従業員は、出張計画及び旅程等を記載した「出張計画書」（様

式第 2 号）に「旅程表」（様式第 3 号）を添付して、所属長に提出しなければならな

い。 
2  出張計画は、目的が明確なものでなければならない。 
3  旅程は、最も効率的に目的を遂行でき、かつ、最も経済的な経路及び方法による

ものでなければならない。 
4  所属長は、出張計画及び旅程等が適切なものであるかの確認を行い、不適切な場

合は変更を命ずるものとする。 

（出張報告） 
第 6 条 出張を終えた従業員は、2 週間以内に、出張中の業務内容等を記載した「出張報告

書」（様式第 4 号）を所属長に提出しなければならない。 
2  前項の出張報告書を提出しない従業員については、会社は、旅費の精算は行わず、

概算払の旅費がある場合であっても、これを返還させるものとする。 
3  外出の場合は、日報の調製をもって出張報告に代えるものとする。 

（出張中の労働時間） 
第 7 条 出張中は、通常の労働時間労働したものとみなす。ただし、出張中の労働時間の

管理が可能な場合であって、所定労働時間を超えて労働したことが明らかな場合は、

現に労働した時間を労働時間とする。 
2  出張中において休日に労働した場合、出張終了後、2 週間以内に代休を与えること

がある。 

第 2章 旅費の計算等 

（旅費の種類） 
第 8 条 この規程により支給する旅費の種類は、鉄道賃、船賃、航空賃、車賃、日当、宿

泊料、支度料及び旅行雑費とする。 
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	(3) 前二号の要件をともに満たす場合は、日当を支給しない。
	(4) その他日当を減額することについて合理性があると認める場合の日当は半額とする。


	（宿泊料）
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	2 　外国に出張を命ぜられた者が、過去において支度料の支給を受けたことがあるものである場合には、その者に対し支給する支度料の額は、前項の規定にかかわらず、同項の規定による額から、その出張を命ぜられた日から起算して過去3年以内に支給を受けた支度料の合計額を差し引いた額の範囲内の額による。
	3 　前二項の規定にかかわらず、出張期間が15日未満の出張の場合、別表第2の出張期間1か月未満の定額の2分の1に相当する額とする。また、会議の出席等、海外での滞在が比較的短期であり、国外出張に必要な用品を改めて購入する必要がないと認めるときは、支度料は支給しない。


	（渡航手数料等）
	第23条 渡航手数料の額は、予防注射料、旅券の交付手数料及び査証手数料、外貨交換手数料、空港旅客サービス施設使用料並びに入出国税等の実費額による。
	2 　海外出張者については、会社は、会社を受取人として海外旅行保険を付保するものとし、その費用を会社が負担する。



	第4章　赴任旅費等
	（海外転勤に係る赴任旅費等）
	第24条 海外転勤に係る手続及び赴任旅費の支給等については、海外転勤取扱規程に定めるところによる。


	第5章　雑　則
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	第25条 特別の事情や性質により、この規程による旅費を支給したときに、不当に出張の実費を超えた旅費を支給することとなる場合においては、その実費を超えることとなる部分の旅費を支給しないことができる。
	2 　前項の場合において、通常必要としない旅費を支給することとなる場合においても、同様とする。
	3 　この規程による旅費により出張することが、当該出張における特別な事情や性質により困難である場合には、これらの事情等を考慮し、必要と認められる限度において増額調整をすることができる。


	（改　廃）
	第26条 この規程は、関係諸法規の改正及び会社状況及び業績等の変化により必要があるときは、従業員代表と協議のうえ改定又は廃止することがある。



